
福井県歯と口腔の健康づくり推進条例（仮称）骨子案 

 

１ 条例の目的 

  歯科口腔保健の推進に関する法律（平成二十三年法律第九十五号）の趣旨を踏まえ、

福井県における歯と口腔の健康づくりに関し、基本理念を定め、ならびに県および県

民等の責務または役割を明らかにするとともに、歯と口腔の健康づくりに関する施策

の基本的な事項を定め、歯と口腔の健康づくりに関する施策を総合的かつ計画的に推

進し、もって県民の生涯にわたる健康の保持増進に寄与すること。 

 

２ 用語の定義 

⑴ 歯と口腔の健康づくり：歯および口腔の健康を保持増進し、またはそれらの機能

を維持向上させること。 

⑵ 歯科医療等業務従事者：歯科医師、歯科衛生士、歯科技工士その他歯科医療また

は歯科保健に係る業務に従事する者。 

⑶ かかりつけ歯科医：生涯にわたる口腔機能の維持・向上を目指すため、県民の歯

と口腔の健康づくりを日常的に把握し、歯および口腔の健康相談、治療等に対応す

る歯科医師。 

⑷ 教育関係者：教育に関する職務に従事する者であって、歯と口腔の健康づくりに

関わる者。 

⑸ 福祉関係者：社会福祉に関する職務に従事する者であって、歯と口腔の健康づく

りに関わる者。 

⑹ 医療保険者：介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第七条第七項に規定する

医療保険者および高齢者の医療の確保に関する法律（昭和五十七年法律第八十号）

第四十八条に規定する後期高齢者医療広域連合。 

 

３ 基本理念 

歯と口腔の健康づくりは、次に掲げる事項を基本理念として行われなければならな

い。 

・ 県民が、日常生活において歯科疾患を予防するとともに、歯科疾患を早期に発見

し、早期に治療を受けることができる環境を整備すること。 

・ 乳幼児期から高齢期までのそれぞれの時期における口腔とその機能の状態および

歯科疾患の特性に応じて、必要な歯科保健医療サービスを適切かつ効果的に受ける

ことができる環境を整備すること。 

・ 保健、医療、社会福祉、労働衛生、教育その他の関連施策の有機的な連携を図り

つつ、関係者の協力を得て、総合的な歯と口腔の健康づくりを推進する体制を整備

すること。 

 

４ 県の責務 

県は、前条に定める基本理念に基づき、歯と口腔の健康づくりに関する施策を策定

し、および実施する責務を有する。 



５ 市町との連携等 

⑴ 県は、基本理念に基づく施策を策定し、および実施するに当たっては、市町と連

携し、協力するよう努めるものとする。 

⑵ 県は、市町が実施する歯と口腔の健康づくりに関する施策に関し、情報の提供や

技術的な助言その他の支援を行うとともに、市町の取組状況やニーズを把握し、必

要な対策を講じるものとする。 

 

６ 県民の責務  

⑴ 県民は、歯と口腔の健康づくりに関する知識と理解を深めるよう努めるものとす

る。 

⑵ 県民は、県、市町、歯科医療機関、事業所および医療保険者が行う歯と口腔の健

康づくり推進に関わる施策等を活用することにより、定期的な歯科健診を受けると

ともに、必要に応じて歯科医療を受けることにより、生涯にわたって歯と口腔の健

康づくりに取り組むよう努めるものとする。 

⑶ 父母その他の保護者は、家庭において、子どもの歯科疾患の予防、適切な食習慣

の定着その他の歯と口腔の健康づくりに取り組むよう努めるものとする。 

 

７ 歯科医療等業務従事者等の責務 

⑴ 歯科医療等業務従事者は、県民の歯および口腔の健康に資するため、良質かつ適

切な歯科医療または健診および保健指導を行うとともに、県および市町が講じる施

策に協力するよう努めるものとする。 

⑵ 歯科医療等業務従事者が組織する団体は、歯科医療機関がかかりつけ歯科医の機

能を十分に発揮できるよう、良質かつ適切な歯科健診、保健指導および歯科医療を

行うことができる体制の整備に努めるものとする。 

⑶ 歯科医療機関等は、雇用する歯科衛生士および歯科技工士がその専門知識と技能

を歯科医療業務に十分に発揮できるよう、知識および技能の向上を図るための機会

を与えるとともに、適切な処遇の確保に努めるものとする。 

 

８ 教育関係者および福祉関係者の役割 

⑴ 教育関係者は、その業務において、幼児、児童、生徒または学生に対する歯と口

腔の健康づくりの推進に努めるものとする。 

⑵ 福祉関係者は、その業務において、障がい者、高齢者その他の福祉サービスを必

要とする者の歯と口腔の健康づくりの推進に努めるものとする。 

⑶ 教育関係者および福祉関係者は、他の者が行う歯と口腔の健康づくりに関する活

動との連携および協力を図るよう努めるものとする。 

 

９ 事業者および医療保険者の役割 

⑴ 事業所は、県内の事業所で雇用する従業員の歯科健診および保健指導を受ける機

会を確保するよう努めるものとする。 

⑵ 医療保険者は、県内の被保険者が歯科健診および保健指導を受ける機会を確保す

ることができるよう努めるものとする。 



10 基本的な計画 

⑴ 県は、県民の生涯にわたる歯と口腔の健康づくりのために必要な基本方針・目標・

施策について定め、これを総合的かつ計画的に推進するものとする。 

⑵ 県は、前項の施策を定めようとするとき、または変更しようとするときは、あら

かじめ、県民、市町その他歯と口腔の健康づくりに取り組む団体、その他の関係者

の意見を聴くために必要な措置を講ずるものとする。 

⑶ 県は、施策を定めたとき、または変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけ

ればならない。 

 

11 基本的施策の実施 

県は、県民の歯と口腔の健康づくりを推進するため、次に掲げる事項に関し、必要

な施策を講ずるものとする。 

・ 歯と口腔の健康づくりに関する情報の収集および知識の普及啓発の推進 

・ 妊娠期から子育て期における歯科健診および歯科保健指導の受診促進 

・ 口腔機能を獲得する乳幼児期および学齢期におけるフッ化物応用等の科学的根 

拠に基づくむし歯予防の推進 

・ 学齢期におけるセルフケアの定着の推進 

・ 成人期における定期的な歯科健診の受診促進 

・ 高齢期におけるオーラルフレイル予防を通じた、摂食嚥下障害の予防、歯と口腔

機能の維持の支援および定期的な歯科健診の受診促進 

・ 障がい者、介護を必要とする高齢者、退院支援を必要とする患者、その他の定期

的に歯科健診を受けることまたは歯科医療を受けることが困難な者に対して、定期

的な歯科健診または歯科医療を提供するための福祉関係者との多職種連携の推進 

・ 介護保険施設に協力歯科医の設置を勧奨し、歯科医師、歯科衛生士が介入した施

設入居者の適切な口腔機能管理の推進  

・ 児童虐待の早期発見等の促進のため教育関係者、福祉関係者、歯科医療関係者と

の連携の推進 

・ スポーツ外傷の予防の観点から、教育関係者、スポーツ関係者との連携によるア

スリートの口腔機能の傷害防止の推進 

・ 周術期、生活習慣病ならびに認知症における口腔機能管理を適切に行うための医

歯薬連携体制の構築の推進 

・ 歯と口腔の健康づくりと食育ならびに生活習慣病との関連性に関する情報の提 

供の推進 

・ 災害発生時の歯科医療または歯科保健の提供体制整備の推進 

・ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成十年法律第百十

四号）における感染症発生時における歯科医療体制の整備および医療物資の確保 

・ 歯科医師、歯科衛生士、歯科技工士その他の歯と口腔の健康づくりに携わる者の

確保ならびにこれらの者の知識および技能の向上 

・ 上記のほか、歯と口腔の健康づくりを図るために必要な施策の推進 

 

 



12 施策の実施状況の公表 

県は、毎年度、歯と口腔の健康づくりに関する施策の実施状況を公表するものとす

る。 

 

13 実態調査等 

県は、歯と口腔の健康づくりの推進に関する施策を策定し、評価するための基礎資

料とするため、おおむね５年ごとに、県民の歯科疾患の状況その他の歯と口腔の健康

づくりに関する実態を調査し、これを公表しなければならない。 

 

14 啓発週間 

県は、県民が歯科口腔保健についての関心と理解を深めるとともに、積極的に歯科

口腔保健に関する取組を行うことができるようにするため、歯科口腔保健啓発週間を

設ける。 

 

15 財政上の措置 

県は、歯と口腔の健康づくりに関する施策を推進するため、必要な財政上の措置を

講ずるよう努めるものとする。 

 


